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当社連結子会社による事業の譲受に関するお知らせ 
 

当社連結子会社である株式会社リングストン（以下、「リングストン」といいます。）は、株式会社村上（以下、「村上」

といいます。）の製袋事業の譲受をいたしましたので、以下のとおり、お知らせいたします。 

なお、本件につきましては、適時開示に係る軽微基準に該当いたしますので、一部事項について記載を省略しておりま

す。 

 
１．事業の譲受の理由 

村上は、1955 年「村上文具紙店」として創業、福島県大信村樋ノ口に総合製袋工場である白河工場を設立以来、集中一貫体制

を構築、製袋事業を営む企業であります。 

リングストンは、1971年12月創業以来50年以上にわたり培ってきたノウハウを活かし、国内テーマパークやアパレルブラン

ドで使われるショッパー、量販店やドラッグストアに並ぶ商品パッケージ、ノベルティ製品など様々な分野で扱われる「袋」を企

画・開発・デザインから製造（印刷－製袋－加工）までを一貫生産のもと高品質製品をご提供しています。また、2025年７月１日

付で、1961 年３月創業以来ポリエチレンを軸としたパッケージ製品の設計から製造・販売まで行ってきたカタオカプラセス株式

会社を吸収合併し、業容を拡張しております。 

当社企業グループは、クリエイティブサービスを事業とし、お客様が創造性（クリエイティブ）を表現するために必要である多

様なソリューションを提供するため、「クリエイティブをサポートする企業集団」として、幅広いビジネスを積極的に展開、推進

しており、汎用的な一般情報用紙への印刷にとどまらずに、特殊素材・立体物への印刷に加え、多岐にわたる「カタチあるモノ」、

例えばノベルティ・フィギュア・3D プリンター造形など、またデジタルコンテンツなどのクリエイティブ提案を含めたソリュー

ションの提供を行っております。 

リングストンが村上の製袋事業を譲り受け、多様化するクリエイティブ需要に対して、グループの多様なソリューションも取

り入れていくことで、お客さまに対してより付加価値の高い商品・サービスの提供へと繋がることが期待でき、同社がグループ商

材を活用することなどを通して、当社グループ事業会社とのシナジー創出が容易に想像でき、連携が期待できるなど、当社企業グ

ループの企業価値の一層の向上を実現させることが可能であると判断したためであります。 
 
２．事業の譲受の内容 

⑴ 譲受事業の内容 

製袋事業 
 

⑵ 譲受事業の直前事業年度における売上高及び経常利益 
決算期 2025年５月期 

売上高 701百万円 
経常利益（△経常損失） △84百万円 

 
⑶ 譲受事業の資産・負債の項目及び金額 

資産 負債 
項目 金額 項目 金額 

流動資産 69百万円 流動負債 40百万円 
固定資産 87百万円 固定負債 46百万円 

合計 156百万円 合計 87百万円 
 

⑷ 譲受価額及び決済方法 
譲受価額 69百万円 
決済方法 現金による決済 

 



 

 

３．事業の譲受の相手先の概要 

⑴ 名称 株式会社村上 

⑵ 所在地 東京都北区田端三丁目２番４号 

⑶ 代表者の役職・氏名 代表取締役 村上 正明 

⑷ 事業内容 紙袋製造販売、紙加工品の製造販売 

⑸ 資本金 12百万円 

⑹ 設立年月日 1969 年６月６日 

⑺ 上場会社と当該会社との関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

(注) 相手先の意向を踏まえ、純資産、総資産、大株主及び持株比率の詳細につきましては、開示を差し控えさせていただきます。  
４．事業の譲受を行う当社連結子会社の概要 

⑴ 名称 株式会社リングストン 

⑵ 所在地 東京都江東区亀戸六丁目１番 10号 

⑶ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 鈴木 健一 

⑷ 事業内容 合成樹脂製品の手提げ袋・包装資材の企画・製造・販売 

ポリエチレンパッケージ製品の企画製造・販売 

⑸ 資本金 80百万円 

⑹ 設立年月日 1971 年 12月 24日 

⑺ 大株主及び持株比率 株式会社日本創発グル―プ 99.82％ 

  鈴木 健一 0.09％ 

  大野 仁孝 0.09％ 
 
５．今後の見通し 

本件に伴う 2026 年 12月期の連結業績への影響については軽微であると判断しております。今後公表すべき事項が

発生した場合には速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


